
（3）保険料を 

（到達目標）  

○ 保険料を納めやすい環境づくりを推進し、収納率の向上を図る。  
・口座振替率（平成16年度末：37％）を平成19年度までにクレジットカード払いを含め、50％に向上させる。  

」！ し  「⊇芦堅「  

（これまでの状況）  

○ 口座振替による前納は、4月から翌3月までの1年分の保   

険料、年度前半または年度後半の6ケ月分の保険料を納付   

することが認められている。  

○ 種別変更により、第1号被保険者となる度に口座振替によ   

る納付の手続が必要。  

（これまでの取組）  

○ 若年層のニーズ等を踏まえ、コンビニ（平成16年2   

月）、インターネット及び携帯電話等（平成16年4月）   

を活用した保険料納付を可能とした。  

」⊆邑r  

（今後の取組）  

○ 年度途中において、口座振替による前納の申し出があった方につ   

いては、年度途中から翌3月までの前納を可能とすることを検討。  

【実施スケジュール】平成19年度 システム開発等  

平成20年度 実施  

○ 併せて、口座振替により国民年金保険料を納付していた方が、第2   

号被保険者または第3号被保険者へ種別変更となり、再び第1号被保   

険者となった際に、自動的に口座振替を再開することとし、保険料納付   

手続の簡素化を図ることを検討。【実施スケジュール】平成19年度システム開発等  
平成2〇年度 実施  

○ 翌年度保険料額の確定時期に、前納の有利さのPRなど、口座振替   

の利用勧奨を徹底【平成18年2月～】。  

（今後の取組）  

○クレジットカードによる国民年金保険料の納付皇豊△  

【平成18年度中】。  

一トー   



（4）民間委託の推進  

（到達目標）  

○ 民間のノウハウとの組み合わせにより、効率的で質の高い業務の実現を図る。  

（これまでの取組）  

○ 国民年金保険料収納業務のうち、強制徴収及び免除勧奨を   

除く業務について、包括的に市場化テストのモデル事業として   

実施することを決定。  

○ 厚年・健保の未適用事業所の把握業務及び加入勧奨業務に   

ついて、包括的に市場化テストのモデル事業として、5ケ所の社   

会保険事務所で実施（平成17年6月～）。  

（これまでの取組）  

○ 未納者に対する電話督励について外部委託を実施。  

○ 平成17年度から、電話納付督励業務の委託契約におい   

て、委託要領に未納者との接触率等についての数値目標   

や、それを達成できなかった場合には、具体的な改善方策   

の報告義務を盛り込むなど、委託業者の目標達成に向けた   

努力を促す仕組みを導入。  

」弔辞」  

（今後の取組）  

○ 電話納付督励業務の委託契約において、数値目標の達成   

を促すため、成功報酬を導入【平成18年度～】。   

（今後の取組）  

○ 国民年金保険料収納業務の市場化テストのモデル事業を   

5ケ所の社会保険事務所で実施【平成17年10月～】。  

○ モデル事業の実施状況を踏まえ、より効果的な実施方法、   

委託業者の成果に係るモニタリング方法を検討するととも   

に、全国的な展開を目指してモデル事業の実施箇所数を段階   

的に拡大する【平成18年度～】。  
○ 国民年金保険料収納事業について、「競争の導入による公  

共サ¶ビスの改革に関する法律案」に基づき実施【平成1  

・▲！い二・、一】 



（5）免除箋申請手続の簡素化  

（到達目標）  

○ 免除等申請者の負担軽減を図るとともに、免除葺を受けることが可能な者の申請漏れを防止する。  

「撃  
（これまでの状況）  

○ 障害年金の受給者、生活保護に基   

づく生活扶助を受ける方など、国民年   

金保険料納付の法定免除の適用を受   

ける方は、免除に係る届出が必要。   

」勢  
（今後の取組）  

○ 全績免除・若年者納付猶予を   

受けている被保険者について、   

あらかじめ申請しておくことによ   

り、承認を受けた翌年度以降も、   

所得要件を満たす場合には、毎   

年度、申請書を提出しなくても免   

除の承認を受けられる仕組みを   

導入【平成18年7月～】。  

ー20－  



（到達目標）  

○ 市町村■事業主・関係団体及び関係制度との新たな協力  ・連携体制を確立する。  

せ  

（これまでの取組）  

○ 平成13年度までは、国民年金保険料の収納については、市町村が行い、また、納付組織を通じた納付が行われていた。  

○ 平成14年4月から、国民年金保険料については、国が直接収納することとされ、コンビニやインターネットを利用した保険料納付を   

可能とし、保険料を納めやすい環境を整備するとともに、未納者に対する納付督励、強制徴収の実施など、各般の保険料収納対策   

を実施。   

（今後の取組）  

○ 堕宣選＿墜1⊆塵旗」三選Lわ   

亙鼻翼墨筆」L塵■墜匿度盛   

盟上」星陵墓昼L迫星並周   

畳監重量者、介言蔓性墜垂   

墓嵐公選塵歴遊選⊥丑   
会保険労務士ノが社会保  

（今後の取組）  

○ 商工会及び都道府県商工会連合   

会を国民年金法に規定する納付受   

託者に指定し、保険料収納業務の   

委託について、同意が得られた都   

道府県商工会連合会から順次実   

施【平成17年度～】。  

○ 受託した商工会は、商工会での   

窓口収納並びに経営指導員等の   

戸別訪問による納付案内、保険料   

収納及び口座振替の勧奨を実施  

【平成17年度～】。  

○ 国民健康保険組合に対し、国民   

年金への加入や口座振替の周知   

等の納付促進について協力を依頼  

【平成17年度～】。   

険料について長期間未納  

1運納処分皇曇」土た塵⊥  

正当な理由なく3ケ月以  

上引き続き未納ノの場合  

臓遁  

定等又はその更新を認め  

を雌皇導Aこ里塵  

20年4月～】。  

ー21－  



（到達目標）  

○厚生年金・健康保険の未適用事業所について、厳格・適正な適用を推進し、保険料負担の公平性を確保する。  

」！  
（これまでの取組）  

○ 原則として、従業員5人以上の事業所について呼出による加入指導、従業員20人以上の事業所について戸別訪   
問等による重点加入指導を実施（平成16年7月）。  

○ 平成17年度から、重点加入指導の対象を従業員15人以上の事業所に拡大するとともに、加入指導を受けた後も   
なお加入の届出を行わない従業員20人以上の事業所に対しては、職権による適用を行うこととした。  

「撃  
（今後の取組）  

○ 重点加入指導の対象を順次拡大するとともに、職権による適用についても、重点加入指導の進捗状況を踏   
まえながら、順次、対象の拡大を図る。   

【実施スケジュール】 平成18年度～ 重点加入指導の対象を従業員10人以上の事業所に拡大  

＿9ワ＿  i■l■   



（8）労働保険との徴収事務の一元化  

（到達目標）  

○ 労働保険との徴収事務の一元化を推進する。  

」空夢L  

（これまでの取組）  

○全国の社会保険事務所（312か所）に社会保険・労働保険徴収事務センターを設置し、保険料算定の基  
礎となる賃金や保険料額の届出の受付等の事務を実施。  
○インターネットによる社会保険と労働保険に係る届出の一括受付。  

二」学監＝→  

（今後の取組）  

○ 平成18年度から、以下の取組を実施。  
ア 双方の保険料を滞納している事業所に係る納付督励について、社会保険の職員が実施  

イ 双方の調査対象事業所に係る共同調査について、労働保険の職員が実施  

り 徴収事務センターで受け付ける労働保険の届出書の範囲の拡大  

工 事業所説明会開催時期の統一（3月又は4月に統一）  

申告納付）の期限を  ○ 労働保険における年度更新（当該年度の概算保険料及び許年度の確定保険料些  

10日に統一【平成20年度～】。  に関する届出の期限である7月  社会保険の標準報酬月客員の算定  

－2：ト   



4．予算執行の無駄の排除  

く1）予算執行t会計甲声直し金  

（到達目標）  

○ 効率性・透明性・厳格性が徹底された会計の仕組み・予算執行を確立する。   

∴寧－  ■塁＿  邸十十十十 十う十  

（これまでの取組）  

○ 競争入札又は企画競争の原則化  

（平成16年8月）、調達委員会の設   

置（平成16年10月）及び調達コス  

ト削減目標数値の設定（平成17年   

3月）等により、予算執行の透明性   

を確保。  

（これまでの取組）  

○ 社会保険庁全体で共通の事業単位   

コードを設定し、社会保険事務所にお   

ける事業単位ごとの予算の執行状況   

について把握できる仕組みを構築（平   

成16年10月）。  

（これまでの状況）  

○ 現在、社会保険庁は、厚生保険   

特別会計（政管健保事業に係る収   

支を経理する健康勘定を含む。）、   

国民年金特別会計、船員保険特別   

会計の3特別会計を管理。   

「嬰  「＿』穿」  

（今後の取組）  

○ 事業単位コードを適用、徴収、給   

付、相談等の各業務のコスト管理に   

活用することにより、職員のコスト   

に対する意識の向上を図るととも   

に、事業目標の達成に向けた効率的   

なコスト配分を検討するため、事業   

目標の達成状況とコストの相関関   

係の分析を実施【平成17年度～】。  

（今後の取組）  

○ 予算の積算と決算が連動して   

検証できるよう、予算の積算を適   

用業務、徴収業務、給付業務及び   

システム関連業務に分類すると   

ともに、執行結果を予算要求に反   

映させる【平成18年度予算要求   

～】。  

－2′卜  



（到達目標）  

○ 効率性・透明性・厳格性が徹底された会計の仕組み・予算執行を確立する。  

一25－   



（到達目標）  

○ システムの刷新、調達方式の見直し等により、システム関連のトータルコスト（初期コスト＋ラン   

ニングコスト×耐用年数）の低減及び業務運営の合理化を図る。  

「男声∴  

（これまでの取組）．  

0 社会保険オンラインシステム刷新可能性調査の実施（平成16年1月～平成17年3月）。  
○ 社会保険業務に係る業務・システムの見直し方針の策定（平成17年6月）。  
O「社会保険業務の業務・システム最適化計画」の策定（平成18年3月）。  

「男声L  

（今後の取組）  

○ 最適化計画に基づき、以下の取組を実施し、オンラインシステムの刷新を図る【平成18年度か   
ら平成22年度まで】。  
・サーバを中心とした柔軟性のあるシステム構成への刷新、コンピュータセンター（3カ所）の機能統合  
などによりシステム運用経責を削減。  

・原則、一般競争入札による調達、ハードウェア・ソフトウェアの分離調達などにより費用構造の透明性  
を確保。  

・システム部門の組織強化、システム調達に関する専門知識の共有、業務研修の充実により管理運営機能  
を強化。   

㌧バックアップセンターの設置や個人情報保護対策などにより安全性1信根性を確保。  

二！、；   




